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平
成
23
年
の
主
な
税
制
改
正

○
扶
養
親
族
の
う
ち
年
齢
16
歳
未
満
の
者
に

対
す
る
扶
養
控
除
が
廃
止
さ
れ
ま
し
た
。

○
扶
養
親
族
の
う
ち
年
齢
16
歳
以
上
19
歳
未

満
の
者
に
対
す
る
扶
養
控
除
額
が
38
万
円

（
市
県
民
税
は
33
万
円
）に
な
り
ま
し
た
。

　

年
間
の
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
が

４
０
０
万
円
以
下
で
あ
り
、
か
つ
、
他
の
所

得
金
額
が
20
万
円
以
下
で
あ
る
場
合
に
は
、

所
得
税
の
確
定
申
告
書
を
提
出
し
な
く
て
も

よ
い
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

※
こ
の
場
合
で
も
、
他
の
所
得
が
あ
る
場
合

は
、
市
県
民
税
申
告
は
必
要
で
す
。

※
還
付
申
告
を
行
う
こ
と
は
で
き
ま
す
。

○
扶
養
控
除
の
改
正
に
伴
い
、
扶
養
親
族
ま

た
は
、
控
除
対
象
配
偶
者
が
同
居
特
別
障

害
で
あ
る
場
合
の
加
算
が
障
害
者
控
除
に

移
さ
れ
、
障
害
者
控
除
の
額
が
、
所
得
税

75
万
円
（
改
正
前
：
40
万
円
）、
市
県
民

税
53
万
円
（
改
正
前
：
30
万
円
）
に
な
り

ま
し
た
。

扶
養
控
除
等
が
改
正
さ
れ
ま
し
た

（
所
得
税
・
市
県
民
税
）

年
金
所
得
者
の
申
告
手
続
き
が
簡

素
化
さ
れ
ま
し
た
（
所
得
税
）

　

寄
付
金
控
除
の
適
用
下
限
額
が
２
千
円

（
現
行
：
５
千
円
）に
引
き
下
げ
ら
れ
ま
し
た
。

※
所
得
税
は
平
成
22
年
分
か
ら
２
千
円
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
・
公
益
社
団
法
人
等
へ

の
寄
付
金
の
合
計
額
が
２
千
円
を
超
え
る
場

合
に
、
所
得
控
除
と
の
選
択
に
よ
り
、
そ
の

超
え
る
金
額
の
40
％
相
当
額
（
所
得
税
額
の

25
％
相
当
額
ま
で
）
を
所
得
税
の
額
か
ら
控

除
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

※
領
収
書
以
外
に
必
要
書
類
が
あ
り
ま
す
。

法
人
等
に
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

　

東
日
本
大
震
災
に
よ
り
住
宅
や
家
財
な
ど

に
損
害
を
受
け
ら
れ
た
方
は
、
雑
損
控
除
な

ど
所
得
税
・
市
県
民
税
の
軽
減
ま
た
は
免
除

を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

な
お
、
雑
損
控
除
額
の
計
算
は
、
事
前
に

税
務
署
等
で
済
ま
せ
て
お
い
て
く
だ
さ
い
。

申
告
会
場
は
、
大
変
な
混
雑
が
予
想
さ
れ
ま

す
の
で
、
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

※
震
災
特
例
法
に
よ
り
、
平
成
22
年
分
の
申

告
を
選
択
し
て
雑
損
控
除
を
行
う
こ
と
が

で
き
ま
す
。

※
雑
損
控
除
に
つ
い
て
の
問
合
せ
は
、
水
戸

税
務
署
に
お
願
い
し
ま
す
。

【
問
合
せ
】

　

水
戸
税
務
署

　

℡
０
２
９
―
２
３
１
―
４
２
１
１

（
自
動
音
声
案
内
で
「
０
」
を
選
択
し
て

く
だ
さ
い
）

寄
付
金
控
除
適
用
下
限
額
が
引
下

げ
ら
れ
ま
し
た
（
市
県
民
税
）

認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
・
公
益
社
団
法

人
等
寄
付
金
特
別
控
除
が
創
設
さ

れ
ま
し
た
（
所
得
税
）

　

平
成
25
年
12
月
31
日
ま
で
に
震
災
関
連
の

寄
付
を
行
っ
た
場
合
の
所
得
税
の
控
除
限
度

額
は
、
他
の
寄
付
金
と
併
せ
て
総
所
得
金
額

等
の
80
％
に
拡
大
さ
れ
ま
し
た
。

　

い
わ
ゆ
る「
ふ
る
さ
と
納
税
」の
対
象
に
、

日
本
政
府
・
日
本
赤
十
字
社
・
中
央
募
金
会

等
へ
の
義
援
金
が
加
わ
り
、
市
県
民
税
の
控

除
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
が
被
災
者
救
援
の
目
的

で
指
定
を
受
け
て
募
集
し
た
寄
付
金
は
、
所

得
税
の
税
額
控
除
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

※
領
収
書
以
外
に
必
要
書
類
が
あ
る
場
合
が

震
災
関
連
寄
付
金
控
除
の
特
例

（
所
得
税
・
市
県
民
税
）

東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
対

す
る
措
置
（
所
得
税
・
市
県
民
税
）

あ
り
ま
す
。法
人
等
に
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
詳
し
く
は
税
務
課
ま
で
お
問
い
合

わ
せ
く
だ
さ
い
。

【
問
合
せ
】

税
務
課　

内
線
１
１
２

区分
控除額

本　人 控除対象配偶者
または扶養親族

障害者 27万円
特別障害者 40万円
同居特別障害者 75万円

（注）障害者控除は、年少扶養親族を有する場合で
　 　扶養控除がない場合も適用されます。

改正後の障害者控除（所得税）

63万円 63万円
控除額

58万円

48万円

58万円

48万円

年齢

38万円 38万円

～15歳 16歳18歳19歳 22歳 23歳 69歳 70歳～

38万円

年少扶養親族
一般の
控除対象
扶養親族

上乗せ部分
25万円
【廃止】

特定扶養
親族 一般の控除対象扶養親族

控除対象扶養親族
扶養親族

老人扶養親族

同居老親等加算

【廃止】

扶養控除の改正の概要（所得税）


